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令和５年度佐賀県市町決算の概要
（普通会計）
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1 決算規模

・ 令和５年度の市町決算規模は、総額で歳入が5,274億29百万円（対前年度比0.3％減）、
歳出が5,128億75百万円（対前年度比0.5％増）となった 。

 

・ 歳入については、前年度比15億80百万円の減となった。主な要因は、新型コロナウイル
ス感染症対策に関連した交付金等が減少したことにより、国庫支出金が62億62百万円
（6.9％）減となったことによるものである。

・ 歳出については、前年度比24億5百万円（0.5％）の増となった。主な要因は、低所得者世
帯給付金の増等による民生費が84億94百万円（5.3％）増、教育関連施設の整備及び国民
スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会に係る運営費等による教育費が53億23百万円
（11.2％）増、となったことによるものである。

【決算規模の推移】
（増減率：％）

歳 入 歳 出

総額 増減額（増減率） 総額 増減額（増減率）

５年度 5,274億29百万円 △15億80百万円 (△0.3) 5,128億75百万円 ＋24億 5百万円 (＋0.5)

４年度 5,290億09百万円 △20億58百万円 (△0.4) 5,104億70百万円 △9億17百万円 (△0.2)
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2 決算収支

【実質収支及び実質収支比率】

＊ 実質収支比率は単純平均である。

・ 実質収支は昭和54年度以降45年間連続で全団体黒字となった。

 参考）実質収支とは、歳入歳出差引き（形式収支）から繰越明許費等に充てる翌年度へ

繰り越すべき財源を除いた額をいう。

 

実質収支 実質収支比率

５年度 106億37百万円 5.5%

４年度 147億83百万円 7.6%
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3 歳 入

注１）その他とは、地方譲与税、地方特例交付金、地方消費税交付金等各種交付金、寄付金、諸収入等である。

注２）一般財源は、「地方税」、「地方交付税」及び「その他」のうちの地方譲与税、地方特例交付金、地方消費税交付金等各種交付金の合計である。

注３）表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。

【歳入の内訳概要】 （単位：百万円）

令和５年度

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比

地方税 110,893 21.0 3,402 3.2 107,491 20.3 固定資産税の増

地方交付税 106,062 20.1 1,889 1.8 104,173 19.7 普通交付税の増

国庫支出金 83,974 15.9 △ 6,262 △ 6.9 90,236 17.1
新型コロナウイルス感染症関連交付金
の減

都道府県支出金 45,038 8.5 606 1.4 44,432 8.4
児童保護費等負担金の増
障害者自立支援給付費等負担金の増

繰入金 39,446 7.5 3,946 11.1 35,500 6.7

地方債 31,005 5.9 △ 3,767 △ 10.8 34,772 6.6 庁舎整備関係の地方債の減

うち臨時財政対策債 1,876 0.4 △ 2,059 △ 52.3 3,935 0.7 地方債計画額の減

その他 111,011 21.0 △ 1,394 △ 1.2 112,405 21.2

歳入合計 527,429 100.0 △ 1,580 △ 0.3 529,009 100.0

うち一般財源 244,318 46.3 5,586 2.3 238,732 45.1

備考
令和４年度
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4 歳 出（目的別）

注１）その他とは、議会費、商工費、消防費、諸支出金である。

注２）表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。

【歳出（目的別）の内訳概要】 （単位：百万円）

令和５年度 令和４年度

決算額 構成比
（％）

増減額 増減率
（％）

決算額

 総務費 113,242 22.1 ▲ 7,948 ▲ 6.6 121,190 庁舎整備関係経費の減

 民生費 167,476 32.7 8,494 5.3 158,981 低所得者世帯給付金の増

 衛生費 37,130 7.2 ▲ 104 ▲ 0.3 37,234

 労働費 493 0.1 ▲ 6 ▲ 1.2 499

 農林水産業費 24,319 4.7 744 3.2 23,575

 土木費 37,974 7.4 ▲ 804 ▲ 2.1 38,779

 教育費 52,722 10.3 5,323 11.2 47,398
教育関連施設の整備による増
国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会運営費の増

 災害復旧費 5,910 1.2 ▲ 1,922 ▲ 24.5 7,833 過年度災害復旧事業の減

 公債費 40,561 7.9 ▲ 251 ▲ 0.6 40,812

 その他 33,048 6.4 ▲ 1,122 ▲ 3.3 34,170 商工費の減（消費喚起事業の減）

 歳出合計 512,875 100.0 2,405 0.5 510,470

備考
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5 歳 出（性質別）
【歳出（性質別）の内訳概要】 （単位：百万円）

注１）普通建設事業費「補助事業費」には受託事業費のうち補助事業費を、「単独事業費」には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうち単独
事業費を含む。
注２）表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。

令和5年度 令和4年度

決算額 構成比
（％）

増減額 増減率
（％）

決算額

215,438 42.0 4,999 2.4 210,439

63,434 12.4 ▲ 528 ▲ 0.8 63,962

うち職員給 37,662 7.3 442 1.2 37,220

うち退職金 3,389 0.7 ▲ 1,478 ▲ 30.4 4,867 定年引上げに伴う退職手当の減

 扶助費 111,443 21.7 5,778 5.5 105,665 低所得者世帯給付金の増

 公債費 40,561 7.9 ▲ 251 ▲ 0.6 40,812

63,242 12.3 ▲ 6,502 ▲ 9.3 69,744

57,332 11.2 ▲ 4,579 ▲ 7.4 61,911

うち補助事業費 24,666 4.8 ▲ 1,812 ▲ 6.8 26,478 スポーツ施設整備事業等の減

うち単独事業費 31,384 6.1 ▲ 2,923 ▲ 8.5 34,307 庁舎整備関係経費の減

 災害復旧事業費 5,910 1.2 ▲ 1,923 ▲ 24.5 7,833 過年度災害復旧事業の減

234,196 45.7 3,908 1.7 230,288

74,588 14.5 959 1.3 73,629

66,975 13.1 2,902 4.5 64,073 国民ｽﾎﾟｰﾂ大会･全国障害者ｽﾎﾟｰﾂ大会実行委員会の運営経費の増

42,902 8.4 273 0.6 42,629

7,183 1.4 ▲ 1,074 ▲ 13.0 8,257 中心市街地活性化事業に係る貸付金の減

36,651 7.1 694 1.9 35,957

 歳出合計 512,875 100.0 2,405 0.5 510,470

備考

 義務的経費

 人件費

 投資的経費

 普通建設事業費

 その他の経費

うち物件費

うち補助費等

うち積立金

うち貸付金

うち繰出金
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6 財政構造（経常収支比率） 

【経常収支比率の推移】

  

・ 令和５年度の経常収支比率は、20市町平均で91.1%となっており、前年度（90.1%）よりも1.0ポイント

           増加した。

・ 比率が100%を超えた団体は１団体（前年度0団体）、90%以上100%未満の団体は15団体（前年度

９団体）であった。

        【参考】

     経常収支比率とは、歳出総額を経常的経費と臨時的経費に区分し、経常的経費に充当された一般

         財源の経常一般財源総額に対する割合であり、地方税、普通交付税を中心とする経常一般財源が、

         人件費、扶助費、公債費等の経常的な経費にどの程度充当されたかによって、財政構造の弾力性を

         判断するものである。

（％）
経常一般財源総額＋減収補てん債特例分＋ 臨時財政対策債

経常経費充当一般財源
経常収支比率 100＝ ×

（単位：％）

R 元 Ｒ ２ Ｒ ３ Ｒ ４ Ｒ ５

93.2 91.9 85.9 90.1 91.1

※平成13年度から「減税補てん債」「臨時財政対策債」が算入されることとなった。なお、
 平成19年度から「減税補てん債」に代わり、「減収補てん債特例分」が算入されている。

※令和２年度・令和３年度には「猶予特例債」が算入されることとなった。

※表内の値は県内市町の経常収支比率を単純平均したものである。

（猶予特例債）＋
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7  地方債現在高

• 令和５年度の地方債残高は3,904億円で、前年度から82億82百万円減少した（2.1％減）。

• 臨時財政対策債を除いた地方債残高は、今年度32億40百万円増加し（1.2%増）、2,668億76百万円となった。
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【付表① 令和 ５ 年度市町決算の状況】

（単位：千円、％）

歳入総額 歳出総額 実質収支 単年度収支 地方債現在高 財政力指数 経常収支比率
３＋４＋５

3

佐 賀 市 115,055,193 113,055,454 1,208,863 △ 892,576 90,158,010 0.63 95.1

唐 津 市 85,819,024 84,417,130 742,116 △ 1,449,042 87,302,287 0.43 89.3

鳥 栖 市 35,422,753 34,203,965 968,049 △ 205,392 23,161,405 0.91 84.9

多 久 市 16,194,506 15,800,730 340,014 △ 368,561 13,544,615 0.35 93.7

伊 万 里 市 34,551,792 33,236,164 901,549 △ 338,346 21,534,848 0.57 85.9

武 雄 市 28,281,224 26,608,926 1,412,499 12,776 26,751,408 0.48 95.6

鹿 島 市 17,611,754 17,280,211 258,471 △ 196,518 13,700,171 0.47 93.4

小 城 市 24,575,666 23,784,434 597,148 23,569 17,837,150 0.41 95.7

嬉 野 市 20,545,373 19,788,475 597,588 △ 198,775 9,393,498 0.38 93.1

神 埼 市 21,265,993 20,613,534 543,081 △ 19,607 18,205,534 0.43 94.0

吉野ヶ里町 13,017,610 12,931,224 319 △ 195,851 7,040,503 0.51 92.4

基 山 町 9,382,314 9,048,159 290,559 9,091 6,005,721 0.63 91.5

上 峰 町 19,832,970 19,397,586 198,549 △ 145,467 2,646,066 0.52 91.0

み や き 町 20,677,048 19,952,882 674,219 △ 90,211 14,573,354 0.41 100.6

玄 海 町 11,327,239 11,001,110 254,294 △ 18,083 0 1.26 67.8

有 田 町 13,759,034 13,100,473 583,762 113,511 10,203,192 0.35 92.6

大 町 町 6,000,198 5,844,916 132,526 △ 51,340 4,519,290 0.29 92.2

江 北 町 6,914,640 6,588,820 95,142 △ 227,443 4,737,046 0.37 90.1

白 石 町 19,948,763 19,179,590 680,818 96,024 14,644,548 0.33 91.6

太 良 町 7,245,876 7,041,145 157,799 △ 3,313 4,479,036 0.26 91.0

市 計 399,323,278 388,789,023 7,569,378 △ 3,632,472 321,588,926 0.51 92.1

町 計 128,105,692 124,085,905 3,067,987 △ 513,082 68,848,756 0.49 90.1

県 計 527,428,970 512,874,928 10,637,365 △ 4,145,554 390,437,682 0.50 91.1

※　財政力指数、経常収支比率については、市計、町計、県計をそれぞれ市平均、町平均、県平均（いずれも単純平均）と読み替える。

(令和5年度末現在)



【付表② 財政用語解説】

見 方 等

基準財政収入額

算 式

実質収支額

×１００（％）

経常経費充当一般財源の額

財 政 力 指 数

経常収支比率

　財政構造の弾力性を測定する比率として使われてい
る指標である。この比率が低いほど新たな行政需要に
弾力的に対応できることになり、財政構造に弾力性が
あることになる。

の算式によって得た比率の過去３ヵ年の数値の平均

用 語

　財政運営の健全性を示す指標で、おおむね３～５％
程度が望ましいと考えられている。

(3)

経常一般財源総額＋減収補てん債特例分
＋猶予特例債＋臨時財政対策債

(1)

基準財政需要額

×１００（％）

実質収支比率

　財政力指数が「１」に近くあるいは「１」を超えるほど財
政力が強いとされ、当該年度の基準財政収入額が基
準財政需要額を超える場合は普通交付税の不交付団
体となる。

(2)

標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額
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